
していた。
　その後、エネルギーの主役は石
炭から石油に移行していく。しか
し、安価で使い勝手がよい石油が
潤沢に使えるということは、エネ
ルギー管理、熱管理に対する意識
を薄れさせることにもなった。戦
後の産業復興が進む中で、規模の
利益を追求した大量生産、大量消
費、大量廃棄が当然のことのよう
になっていった。当時は経営者の
意識も「製品を生産するために
エネルギーは必要なもの」とい
う程度だったろう。
　1971年に熱管理法施行20周年を迎
えて、各地区にある熱管理協会の見
直しが行われ、1972年４月には、関

東信越熱管理協会を母胎とし
て社団法人日本熱エネルギー
技術協会が誕生。国からの委
託事業も的確に行える全国組
織となった。現在も柱の事業
となっている省エネルギー診
断事業(1975年)を開始、省
エネルギー優秀事例全国大会
(1975年)の開催や、省エネル
ギー展(現在のＥＮＥＸ展)の開
催(1977年)などを行った。
　日本熱エネルギー技術協会
の設立直後となる1973年に
第一次石油危機を迎える。一
次エネルギーの80％を海外に
依存し、石油はほぼ全量を輸
入に頼っているにもかかわら
ず、エネルギーセキュリティ
や省エネの意識低下は文字通
り国家の危機だった。エネル
ギー管理の重要性がクローズ
アップされ、1978年には日本

　その前身は1947年に民間団体
として設立された近畿熱管理協会ま
で遡る。当時は産業に欠かせない重
要なエネルギー源は石炭だった。こ
の石炭の利用の仕方や利用者の意識
向上を図る必要があった。1947年２
月に商工省令で熱管理規制が制定さ
れ、熱管理国家試験が実施されるよ
うになった。当時の石炭庁に熱管理
課が設置され、その行政に協力する
民間団体として近畿熱管理協会が設
立された。各種研究会や講習会の開
催、エネルギー管理優良工場などの
表彰への推薦などと同時に、エネル
ギー管理に携わる人材育成にも注力

熱エネルギー技術協会を解散。財団
法人省エネルギーセンターが発足し
た。その翌年1979年に第二次石油危
機が起こり、そのタイミングで「エ
ネルギーの使用の合理化に関する法
律」が公布施行された。省エネルギー
センターの活動は国や自転車振興協
会、関係団体の支援を受けて「熱」と
「電気」の両面で展開することになっ
た。石油危機の当時、エネルギーコス
トが急上昇し、製鉄業では製品１トン
当たりのエネルギーコストが20％を
占めるようなケースも出てきた。エネ
ルギー多消費型の産業では、省エネが
企業経営に直接影響を与えるようにな
り、省エネが重要な経営課題となって
いった。

　省エネルギーセンターはその前
身も含めて、常に時代の要請に応えた
省エネルギーのあるべき形を提示し
てきた。一方で例えばバブル景気の頃
は、商品を出せば売れる状況が続き、
その中では省エネの意識が薄らいだ



時代もあった。90年代に入ると、広
い意味での環境問題がクローズアップ
されるようになる。経済団体連合会は
1991年に環境憲章を発表し、経団連
環境自主行動計画まとめた。それまで
積み上げてきた省エネルギーや循環型
社会形成に向けたリサイクル・廃棄物
排出抑制をさらに進めようというもの
だった。
　そして2016年にパリ協定が発効
し、日本は温室効果ガスについて、
2030年度に2013年度比で26％の削減
を目指している。2050年には「地球
温暖化対策計画」で80％削減を掲げ
ている。先のエネルギー基本計画では
2030年度までの対応として､「長期エ
ネルギー受給見通し」に基づいて、徹
底した省エネルギー社会の実現を図る
ことで、エネルギー消費を原油換算で
5,030万㎘削減することを目指してい
る。これは非常に高い目標であり、こ
れまでと同じ努力では国際公約は守れ
ないのではないかと危惧している。
　東日本大震災があり、その後省エネ
の意識は変わりつつあるのも事実。ビ
ルなどの業務部門でも、従来からの視

点を変えることなどで、
省エネの余地はあると考
えている。本来のエネル
ギー管理を実施すれば、
もっとできるのではない
か。新しいイノベーショ
ンに頼るだけではなく、
地に足を着けて、適切な
マネジメントを行う努力
が必要になる。省エネは
手を掛けなければすぐに
効果はなくなる。また、
新しい省エネ機器を導入しても、マネ
ジメントがしっかりしていなければ、
その効果は活かされない。ベテランの
社員がいなくなる中で、省エネの人材
育成は重要と考えている。センターで
は、人材育成講座として、エネルギー
管理分野、省エネ技術分野で講座を開
催しているほか、工場、ビル、家庭そ
れぞれの分野で活躍が期待される、資
格者の認定を行っている。
　そして、事業の柱となっている無料
省エネ・節電診断も引き続き注力して
いきたい。中小企業の省エネを進める
ため、現場のニーズに即した無料の省

エネ診断を実施している。１万1,000
件の現場で無料診断を行ってきたが、
その３分の１は金を掛けなくても出来
るものであり、これを参考にしていた
だくことで中小企業のお役に立てるの
ではないかと考えている。
　今後、製造業がIoTやICTを取り入れ
た次世代の製造プロセスを導入する中
で、事業者が省エネをどういう位置づ
けで取り入れていくのか。またエネル
ギーを含めた合理化を進めていくと、
企業間の連携なども視野にはいるだろ
う。そのとき、企業、経営者がどのよ
うな判断をするのか注目している。


